
． （ ）３ 公益法人に対する行政関与の在り方の改革実施計画 抜粋

平成14年３月29日

閣 議 決 定

行政改革大綱（平成12年12月１日閣議決定）に基づき、国から公益法人が委託等、推薦等を

受けて行っている検査・認定・資格付与等の事務・事業及び国からの公益法人への補助金・委

託費等（以下「補助金等」という ）について以下の措置を講ずる。。

Ⅱ．推薦等に係る事務・事業の改革

１．技能審査等

（１）基本的考え方

公益法人が独自に行う技能審査等の事務・事業に対する大臣認定その他の推薦等につ

いては、当該事務・事業が法律で定められた国の事務・事業ではないこと、民間におい

て実施されている各種技能審査等の間における差別化を必要以上に助長するするおそれ

があること等の観点から、一律に廃止する。また、今後同様の推薦等はこれを行わない

こととする。

（２）具体的措置内容

別表４のとおりとする。

別表４

【厚生労働省】

事務・事業(推薦等の制度) 根拠法令・条項 関係公益法人の名称 廃止時期

健康運動指導士養成講習会 地域保健法第３条第３項 (財)健康・体力づくり事業財団 平成１７年度

健康づくりのための運動指導者の知識及び

技能に係る審査及び証明の事業の認定に関

する省令（平成13年３月30日厚生労働省令

第98号）附則第2 項

健康運動実践指導者養成講習会 地域保健法第３条第３項 (財)健康・体力づくり事業財団 平成１７年度

健康づくりのための運動指導者の知識及び

技能に係る審査及び証明の事業の認定に関

する省令（平成13年３月30日厚生労働省令

第98号）附則第2 項



　１．自殺防止関連対策概念図

　　自殺防止対策有識者懇談会

「自殺予防に向けての提言」 H14.12
職　　域

相談体制等の整備

　　　・自殺防止相談推進協議会事業　　　

　　　・相談研修等活動推進事業　　

•産業医等を対象とした研修の実施　

地　　域

•メンタルヘルス対策に関する啓発・研修事業

　

•メンタルヘルス対策支援事業

　普及・啓発

•地域精神保健指導者研修事業

•「いのちの日」の行事の開催等　

研究の推進

・地域における自殺の実態と対策に関する
調査・研究や精神疾患の分子生物学的研
究等　　　　　　　　　　　　　　　　 　

・過重労働等による労働者のストレスの負
荷の評価に関する研究　等

・産業医

・地域産業保健センター

・独立行政法人労働者健康福祉機構
（勤労者予防医療センター）

・いのちの電話

・精神保健福祉センター

・保健所

・市町村

一次相談

国 民

（労働者　　 家族　　地域住民）



１．地域の実情に応じた歯科保健事業の展開

基盤整備 う蝕予防対策 歯周病予防対策 普及啓発

・歯科保健計画の
策定

・検討会の開催

・市町村連絡協議
会の開催

・研修会の開催

・8020サポーター
等の育成

・その他歯科に関
する調査の実施

・フッ化物応用の推進

 フッ化物洗口の実
施

 フッ化物歯面塗布
の実施

・COに対する精査・予
防処置の受診勧奨

・歯科保健指導の充
実

・歯周疾患検診の推
進

・事業所歯科健診の
推進

・かかりつけ歯科医
機能の充実

・歯の健康評価の
実施

・ホームページの作
成(情報提供) 

・パンフレット等の作
成

・歯科保健大会等
（イベント）の開催

・歯科保健計画
の策定

・8020サポーター
の養成

・調査結果の事
業への反映

・歯科保健計画
の策定

・8020サポーター
の養成

・調査結果の事
業への反映

・フッ化物応用実
施施設数  

 (実施人数）の増
加

・一人平均むし歯
本数の減少

・フッ化物応用実
施施設数  

 (実施人数）の増
加

・一人平均むし歯
本数の減少

・歯周疾患検診実
施市町村(事業所)
数の増加

・定期健診受診者
数の増加

・歯周疾患検診実
施市町村(事業所)
数の増加

・定期健診受診者
数の増加

・適切な情報提供
の推進

・パンフレットの作
成

・住民の歯科保
健意識の向上

・適切な情報提供
の推進

・パンフレットの作
成

・住民の歯科保
健意識の向上

地 域 に お け る 8 0 2 0 運 動 の 推 進地 域 に お け る 8 0 2 0 運 動 の 推 進








